
【単位：円】

国庫補助金
内交付金
充当額

その他 国庫補助金
内交付金
充当額

その他

1 単
栄村避難所機
能等強化事業

①新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営を行
うため、災害時等に開設する避難所機能等の強化を図
る。
②避難所用資機材の整備
③別紙資料①のとおり
④地方公共団体

9,896,276 9,896,276 - 9,700,000 196,276 - - - - - - 

 ・内閣府及び長野県等より示さ
れた「避難所ガイドライン」・
「避難所マニュアル」に準じた
資機材等を整備することによ
り、有事の際の避難所の運営体
制を確保することが出来た。

2 単

栄村新型コロ
ナウィルス拡
大防止緊急支
援対策

①緊急事態宣言発令中、家族・公的支援困難者の65歳以
上一人暮らし、二人暮らし高齢世帯に対し緊急に買い物
代行・宅配を行い、感染拡大の防止を図る。
②宅配・代行委託料
③委託料  150,000円　　対象世帯　83世帯116人
④高齢世帯

150,000 150,000 - 150,000 - - - - - - - 

 ・買い物が困難な高齢者世帯に
対して必要な買い物代行支援を
実施し、買い物困難者の生活維
持に寄与することができた。
利用世帯 5世帯（延べ）
委託先：栄村社会福祉協議会

3 単

栄村介護事業
所における新
型コロナウイ
ルス感染症拡
大防止対策補
助金事業

①村内の介護事業所が新型コロナウイルス感染症の感染
拡大を防ぐ目的で購入した物品に対し補助金を交付する
ことで介護サービスの安定供給及び介護事業所への財政
支援を行う。
②村内介護事業所における衛生用品等の購入費
③令和2年4月～8月までに納品された衛生用品等に対し
て補助金を交付する。
　職員数×基準日数×8,000円＝補助限度額
　＊基準日数＝4月～8月の日数153日を1として施設毎の
開所日数を算定（千円未満切捨）
　・宅幼老所きぼう
　　13人×1(153日)×8,000円＝104,000円
　・栄村社会福祉協議会(高齢者センター)
　　45人×0.836(128日)×8,000円≒299,513円
　・栄村社会福祉協議会(生きがいセンター)
　　10人×0.261(40日)×8,000円≒18,050円
　・フランセーズ悠
　　56人×1(153日)×8,000円＝448,000円
④村内介護事業所

869,563 869,563 - 869,000 563 - - - - - - 

 ・村内４事業所において、基本
的な感染防止対策の徹底が行わ
れたことで、一人の感染者も発
生することなく、介護サービス
を継続することができた。
また、事業所の新型コロナウイ
ルス感染症対策経費の軽減を図
ることができた。
こういった対策により、村内の
事業所利用者は安心して、生活
を送ることができた。

4 単

栄村新型コロ
ナウイルス感
染抑制のため
の営業自粛協
力金

①営業自粛に協力した村内宿泊業者に対し協力金を給付
し支援する。
②村内宿泊業16事業者の6日間の経営自粛
③宿泊定員×自粛要請期間×5,000円×1/2
　436人×6日間×5,000円×1/2＝6,540,000円
④村内宿泊事業者

6,540,000 6,540,000 - 6,540,000 - - - - - - - 

 ・緊急事態宣言中４～５月のＧ
Ｗ期間における都市部からの宿
泊者を抑制することにより、村
内での感染拡大を防止すること
ができた。
　期間中の新型コロナウイルス
感染症の発生事例はない。

5 単
栄村新型コロ
ナウイルス拡
大防止協力金

①営業自粛に協力した村内飲食業者等への協力金
②村内飲食業等6事業者の経営自粛
（県・市町村連携対象事業者以外の事業者が対象）
③1事業者あたり300,000円
　6事業者×300,000円＝1,800,000円
④村内飲食事業者等

1,800,000 1,800,000 - 1,800,000 - - - - - - - 

 ・緊急事態宣言中４～５月のＧ
Ｗ期間において、都市部からの
人の流れを抑制するとともに、
クラスター発生の危険性が高い
飲食店、観光施設での感染拡大
を防止することができた。
　対策により、期間中の新型コ
ロナウイルス感染症の発生事例
はない。

6 単

県・市町村連
携　新型コロ
ナウイルス拡
大防止協力金

①②長野県と市町村が連携して実施する、休業要請に応
じた事業所に対する協力金等給付事業への市町村協力金
（１事業所当たり県20万円・市町村10万円の計30万円を
給付）
③14事業所×10万円（市町村協力金分）=1,400,000円
④長野県（事業者へは県から給付）

1,400,000 1,400,000 - 1,400,000 - - - - - - - 

 ・緊急事態宣言中４～５月のＧ
Ｗ期間において、都市部からの
人の流れを抑制するとともに、
クラスター発生の危険性が高い
飲食店、観光施設での感染拡大
を防止することができた。
　対策により、対策のにより、
期間中の新型コロナウイルス感
染症の発生事例はない。

7 単
栄村地域活性
化対策商品券
配布事業

①新型コロナウイルスにより低迷する村内商工業の活性
化のため村民に商品券を配布する。
②村内で使用できる商品券を全村民に配布
③県補助金（補助率1/2） 8,450,000円
　商品券換金額　16,491,000円
　委託手数料　164,000円
  印刷費等　245,069円
④村民

16,900,069 16,900,069 - 8,450,000 8,450,069 - - - - - - 

 ・村民への商品券配布率９７．
５％、商品券利用率９５．７％
で、村内商工事業者への支援と
ともに、感染症により経済的に
影響の出ている村民の支援が可
能となった。
　特に若い子育て世代からは
「助かる」といった声が聞かれ
た。
　村内経済波及効果　16,491千
円

その他：長野県補助金
地域支えあいプラスワン消
費促進事業補助金

【翌年度繰越事業費】

令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施状況の公表及び効果の検証
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8 単

栄村新型コロ
ナウイルス対
策事業持続化
給付金

①村内商工事業者の事業継続のため売上が減少した事業
者を支援するための給付金
②3～6月までの4か月間で前年同月比で30％以上50％未
満売上額が減少した月のある事業者（かつ国の持続可給
付金の対象外事業者）を支援する。また、上記の期間中
で50％以上売上が減少したが国の持続化給付金の対象外
となった任意団体に対しても支援を行う。給付金の額は
前年3～6月の4か月間の合計売上－本年同月間の合計売
上額で上限個人事業主250,000円、法人500,000円、50％
以上売上減少の任意団体1,000,000円
③-1法人事業者　500,000円×1事業者＝500,000円
　　  任意団体　1,000,000円×1事業者=1,000,000円
④村内商工事業者

1,500,000 1,500,000 - 1,500,000 - - - - - - - 

 ・ほとんどの村内事業者が国の
持続化給付金の支給を受けた
が、対象外となった２事業者の
支援を本交付金により行なうこ
とができ事業継続に繋がってい
る。
  内１事業者は、村民による組
合運営組織であり、多くの村民
支援につながった。

9 単

栄村新型コロ
ナウイルス対
策事業持続化
特別給付金

① 村内宿泊事業者がコロナウイルス感染症蔓延防止の
ため、日帰り入浴事業以外を自粛した事業者及び村内山
小屋の営業自粛に対して支援金を給付する。
②5～6月の2ヶ月間で入浴施設に係る維持管理費用及び6
月分の山小屋の営業自粛に対しての給付金
③宿泊事業者 2事業者（1,073,000円＋950,000円）
2,023,000円
　山小屋営業者　4日×92人×6,300円×1/2＝1,159,200
円
④村内宿泊事業者等

3,182,200 3,182,200 - 3,182,000 200 - - - - - - 

 ・日帰り温泉施設兼宿泊施設に
おいて、感染拡大期における宿
泊営業を自粛し、主として村民
のために日帰り温泉の営業のみ
を続けた村内事業者を支援し、
事業持続化を図ることができ
た。
・徹底した感染防止対策が可能
となるまで営業を自粛した山小
屋の支援と感染拡大防止を図る
ことができた。
　対策により、新型コロナウイ
ルス感染症の発生事例もなく、
経営の持続化に繋がっている。

11 単

公務執行対策
新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止事業

①公務執行にあたり庁舎内等で新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止対策を図る。
②庁舎等施設の感染症対応経費
③別紙資料②のとおり
④庁舎等施設

1,018,425 1,018,425 - 875,000 143,425 - - - - - - 

 ・村内外の人の出入りの多い役
場庁舎において、感染症対策の
徹底を図ることができた。
　対策により、職員及び来庁者
等において、新型コロナウイル
ス感染症の発生事例はない。

12 単

栄村観光施設
新型コロナウ
イルス感染症
対策環境整備
事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、村の
指定管理施設である「中条温泉トマトの国」「北野天満
温泉」「保養センター雄川閣」及び直営施設「さかえ倶
楽部スキー場」「民族資料室」の衛生設備及び環境整備
を行う。
②-1 観光施設用の体温測定器購入、食堂、トイレ、入
浴施設での感染予防及び観光施設環境整備に係る経費
②-2　栄村スキー場特別会計に繰出し感染症予防対策に
要する費用を対象経費とする。
③-1　指定管理施設（別紙資料③のとおり）
③-2　村営スキー場（別紙資料④のとおり）
④村指定管理施設及びスキー場特別会計

12,342,075 4,168,525 - 3,500,000 668,525 - 8,173,550 - 8,000,000 173,550 - 

 ・村直営の観光施設において、
来場者の体調管理や感染症予防
対策の啓発を実施することによ
り、施設内における感染症の発
生や拡大を防止することができ
た。
・村指定管理の温泉宿泊施設に
おいて、感染症のリスクが高い
密閉空間や手洗い設備の改修を
行うことにより、感染症の拡大
防止が図られた。
　対策を徹底できたことから、
村直営施設において、新型コロ
ナウイルス感染症の発生事例は
ない。

Ｒ3繰越事業（一部）

13 単

栄村商工観光
事業者新型コ
ロナウイルス
感染症予防環
境整備補助事
業

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染防止対策
等環境整備に要する工事経費に対して補助する。
②洗面台の手洗い水洗改修、風呂洗い場の衝立設置工
事、トイレの洋便器化、客室トイレ設置・洗面所設置、
換気装置設置等経費に補助
③村内５事業者　（1/2補助、上限1,000,000円）
④観光事業者・飲食店・スーパ－等

727,000 727,000 - 727,000 - - - - - - - 

 ・村内商工観光業の事業所にお
いて、感染リスクの高い衛生設
備の改修について補助すること
により、感染症の発生と拡大防
止が図られた。
また、経営が厳しい村内事業者
の新型コロナウイルス感染症対
策経費の負担軽減を図ることが
出来た。

14 単

栄村新型コロ
ナウイルス感
染症予防対策
補助事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、衛生用品等消
耗品の購入に対し補助する。
②消毒用アルコール、マスク、フェイスガード、アクリ
ル板、衝立等の購入について補助する。
③村内18事業者　　（2/3補助、上限100,000円）
④観光事業者・飲食店・スーパー等

771,400 771,400 - 771,000 400 - - - - - - 

 ・県外からの利用者も多数とな
る村内商工観光業の事業所にお
いて、感染防止のために使用す
る消毒用アルコール等の消耗品
購入に対して補助することによ
り、感染防止とを図るとともに
従業員も安心して事業を継続す
ることが可能となった。
　対策により、村内事業所にお
ける新型コロナウイルス感染症
の発生事例はない。
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16 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）
①小中学校の学校再開に際して、感染症対策を徹底しな
がら生徒の学習補償をするための新たな試みを実施する
に当たり、学校教育活動の再開を支援する経費。
②学校における感染症対策等支援
　子供たちの学習保障支援
③
・小学校
　65型テレビ・スタンド 2台×297,000円 =594,000円
　アルコールディスペンサー 10台×3,960円 = 39,600
円
　手洗い用ディスペンサー 12台×2,915円 =34,980円
　アップルペンシル一式  18本 ×10,560円 =190,080円
・中学校
　エアコン　　1台（理科室用）　325,600円
　モノクロレーザープリンター1台　152,020円
　二層式洗濯機1台　　　41,800円
　網戸整備一式　　　　369,600円
  窓用エアコン（給食調理室）2台　106,920千円
④小中学校

1,854,600 1,854,600 927,000 850,000 77,600 - - - - - 

 ・小学校において、大型ディス
プレイを整備したことにより、
集会等もリモートで分散し開催
できるようになった。また、ｱｯ
ﾌﾟﾙﾍﾟﾝｼﾙも共用することなく一
人づつ使用でき、感染防止と
なっている。
・中学校では、夏場等給食室の
熱中症予防にエアコンを整備。
三密対策として理科室にエアコ
ンを設置、各学年の教室に換気
時の防虫対策として網戸を設置
し感染予防を行ってる。

村内小中学校において、新型コ
ロナウイルス感染症の発生事例
はない。

17 単
村単GIGAス
クール対応事
業

①臨時休校等期間中のオンライン学習を可能とするため
環境整備を図る。一人1台端末予備機及びオプション経
費
②補助対象とならない一人1台端末事業費
③一人1台端末　3台（予備）×43,978円 = 131,934円
　端末　44,990円×3台＝134,970円
　端末保証料　3,905円×75台＝292,875円
　端末設定料　1,980円×71台 = 140,580円
　ネットワーク用HDD　168,080×2台 = 336,160円
　アップルペンシル一式　10,560円×45本 = 475,200円
④小中学校

1,511,719 1,511,719 - 1,511,000 719 - - - - - - 

 ・一人一台端末の整備に併せ、
国庫補助の対象とならない事業
分について交付金を活用して実
施した。端末の保証、予備機の
購入等することにより、不慮の
事態に備えることができた。

18 単

学校施設等新
型コロナウイ
ルス感染症予
防対策事業

①学校施設等における感染症対策に係る経費
②各施設整備における感染症対策支援
③別紙資料⑤のとおり
④学校施設等

507,429 507,429 - 500,000 7,429 - - - - - - 

 ・保育園、文教施設用として消
毒用アルコールや非接触式体温
計等感染症対策用品を購入し、
感染症予防を推進できた。
　対策により、保育所等での新
型コロナウイルス感染症の発生
はない。

20 単

広域的な運行
を行うデマン
ド交通利用環
境整備事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、利用者の感染
拡大防止を図るため、三密対策（室内空間の拡大・仕切
りカーテン）及び収束後の経営持続化に資する省メンテ
ナンスで環境性能に優れた車両に更新し、地域住民の足
である乗合タクシーを安心して利用できる環境を整備す
る。
②車両（ハイエース）1台の購入費（コロナ対策経費含
む）
③購入費用 2,799,200円×1/2=　1,399,600円
④新潟県津南町

1,399,600 1,347,000 - 1,347,000 - 52,600 - - - - - 

 ・村民の公共交通として、村と
共同で新潟県津南町が運行する
乗合タクシー事業の新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止対策に
係る費用について、協定に基づ
き１/２の費用負担を行い、事業
者支援と利用者の新型コロナウ
イルスの感染拡大防止を図るこ
とができた。

その他：津南町負担分

21 単

地域タクシー
事業者新型コ
ロナウイルス
感染症対策経
営支援金

①新型コロナウイルス感染症拡大により経営が厳しい状
況の中で、村内の重要な公共交通であるタクシー事業者
の経営維持のため支援金を給付する。
②新型コロナウィルス感染症の影響により、利用者の減
少する中において公共交通の維持に努めている事業者
③1事業者あたり　　定額300,000円
④村内に事業所を有するタクシー事業者（法人または個
人）

300,000 300,000 - 300,000 - - - - - - - 

 ・新型コロナウイルス感染症の
拡大により、旅行事業が低迷し
経営が厳しい状況の中で、村内
の重要な公共交通の維持に努め
ている村内唯一の交通事業者の
経営維持を図ることができた。

22 単

公共施設等新
型コロナウイ
ルス感染症感
染拡大防止対
策事業

①不特定多数の者が出入りする施設における感染機会を
削減するため、「道の駅エリア」の施設等に、AI体温検
知カメラを設置する。
②各施設用の検温器の整備
③AI検温感知カメラ　＠462,000円×4台=1,848,000円
④公共施設

1,848,000 1,848,000 - 1,840,000 8,000 - - - - - - 

 ・効率的な体温測定機能によ
り、発熱の疑いのある者を効率
的に検知でき、新型コロナウイ
ルスの感染拡大防止対策として
効果を発揮している。この他、
施設来訪者への安心感の提供・
職員の健康維持にも一定の効果
を果たしている。現在までに、
道の駅エリアでの新型コロナウ
イルス感染症の発生はない。
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23 単
Web会議環境
等整備事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、Web会議環境
等を整え役場庁舎及び支所等での接触の機会を削減する
とともに、業務の効率化を図る。
②オンライン環境を整備するための資機材等の整備
③
・会議用スタンドマイク ＠2,613.5円×4台=10,454円
・会議用マイクスピーカー ＠21,780円×10台=217,800
円
・会議用ウェブカメラ ＠3,520円×10個=35,200円
・プロジェクター　＠129,800円×1基＝129,800円
・スクリーン　＠33,550円×1個＝33,550円
・iPadケース ＠2,486円×11台＝27,346円
・モバイルルータ ＠29,150円×1台＝29,150円
・web会議用PC　＠90,200円×6台＝541,200円
・web会議用イヤホン　＠5,687円×10個＝56,870円
・タブレット端末（iPad）＠36,498円×10台=364,980円
・タブレット端末(NECLAVIETab)1台　49,500円
④役場、支所

1,495,850 1,495,850 - 1,456,000 39,850 - - - - - - 

 ・WEB会議の効率的な利用によ
り、人の移動及び接触機会の削
減等が可能となり、新型コロナ
ウイルスの感染拡大防止対策と
して効果を発揮している。この
他、庁内のペーパーレス化と印
刷作業の軽減にも一定の効果を
果たしている。
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24 単
診療所（内
科）カルテデ
ジタル化事業

①新型コロナウイルス感染症対策のため、直営の栄村診
療所内科及び秋山診療所内科の運営に資するカルテデジ
タル化システム機器等の導入整備を図る。
②国保（施設勘定）特別会計に繰出し、システムや機器
類の導入整備に係る費用を交付対象経費とする。
③
〇国保栄村診療所
・ハードウェア　844,800円
・ソフトウェア　585,200円
・作業料等　990,000円
・各種周辺機器　連携費用　1,891,500円
〇秋山診療所
・ハードウェア　　248,600円
・ソフトウェア　　411,400円
・その他　　440,000円
④国民健康保険（施設勘定）特別会計

5,302,000 - - - - - 5,302,000 - 5,000,000 302,000 - 

 ・直営の栄村診療所内科及び秋
山診療所内科のカルテをデジタ
ル化することにより、新型コロ
ナウイルス感染症対策及び事務
作業の効率化ができた。

Ｒ3繰越事業（全部）

25 単

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止対策
事業

①帰村者等村が必要と認めた者へのPCR等検査の実施。
また感染防止等のため、やむを得ず宿泊施設を利用した
場合に補助金を交付する。
②検査料及び宿泊料補助
③検査料　2人×21,670円=43,340円
　 宿泊料補助　1人×21日×4,400円=92,400円
④村が必要と認めた者

135,740 135,740 - 135,000 740 - - - - - 

 ・的確なタイミングでの検査実
施により、感染防止対策を徹底
することができ、また周囲の住
民の安心につながった。

26 単

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止対策
事業

①新型コロナウイルスと季節性インフルエンザの同時流
行を防ぎ医療体制を維持するため、全村民を対象に季節
性インフルエンザの予防接種費用を補助する。
②インフルエンザ予防接種費用
③接種人数　1,266人
④全村民

4,223,100 4,223,100 - 4,223,000 100 - - - - - 

 ・多くの住民がインフルエンザ
予防接種を受けたことにより、
村内でのインフルエンザ感染者
発生を抑えることができた。こ
れにより、新型コロナウィルス
を疑う場合の的確な対応が可能
となった。
接種率　72.63％

27 単
栄村水稲農業
経営者支援給
付金事業

①新型コロナウイルス感染症の発生により、米の需要が
低迷しJA出荷の概算金も値下がりしていることから、水
稲農業経営者の営農継続を支援するため、水稲作付面積
に応じて支援金を給付する。
②稲作農家の作付面積1a当たり1,000円を交付する。
③作付面積18,427a×1,000円=18,427,000円
④稲作農家

18,427,000 18,427,000 - 18,427,000 - - - - - - - 

 ・感染症の影響による飲食産業
の低迷から、米の需要の減少に
よりJAの概算金も前年度より減
額となったが、給付金により経
営意欲が継続し、耕作者及び作
付面積の減少を抑え、耕作放棄
地を抑制し良質米の生産につな
がっている。
　R2作付戸数  304名
　R3作付戸数　300名

28 単
栄村家畜農業
経営者支援給
付金

①新型コロナウイルス感染症により出荷に影響を受けた
畜産農家を支援するため、農業協同組合が所有する家畜
を預託した場合に、預託金の利子補給を行う。
②家畜預託金の利子補給
③預託利子　　補助率：年0.3％
　家畜預託金×預託日数/365日×0.3%
　377,324,396円×246日/365日×0.3%＝771,297円
④畜産農家

771,297 771,297 - 771,000 297 - - - - - - 

 ・令和２年１月より始まった相
場価格の下落は年末には回復
し、令和３年１月～３月も一昨
年（コロナ前）と同様な価格推
移となっている。価格下落時に
交付したことで、経営の一助に
なった。
　飼育頭数についても前年同様
の340頭を維持できている。

30 単
栄村子育て世
帯支援金

①臨時休校やオンライン学習等による子どもの在宅に関
わる家計負担が生じていることから、子育て世帯を対象
に子ども一人に対し2万円の支援金を給付する。
②18歳以下の子どもの在宅に関わる経費
③18歳以下の子ども149人×20,000円=2,980,000円
④18歳以下の子育て世帯

2,980,000 2,980,000 - 2,980,000 - - - - - - - 

 ・子育て世帯を対象に子ども一
人に対し支援金を給付したこと
により、臨時休校やオンライン
学習等による子どもの在宅に関
わる家計負担を軽減を図ること
ができ、給付世帯から大変喜ば
れた。
 対象世帯89世帯

31 単
診療施設非常
用電源確保事
業

①国保栄村診療所において新型コロナウイルスワクチン
の接種が開始されることに伴い、停電時等のワクチン保
管及び接種に必要な非常用電源を整備する。
②国保（施設勘定）特別会計に繰出し非常用電源の購入
費用を対象経費とする。
③バックアップ電源１台　2,036,320円
　　非常用発電機１台　373,395円
④国民健康保険（施設勘定）特別会計

2,409,715 2,409,715 - 2,334,000 75,715 - - - - - - 

 ・バックアップ電源、非常用発
電機を整備したことにより、新
型コロナウイルスワクチンの保
管について、停電等非常時に対
応でき、計画的に安定した接種
体制が図られた。



国庫補助金
内交付金
充当額

その他 国庫補助金
内交付金
充当額

その他

【翌年度繰越事業費】

補助対象事業費
Ｎｏ

補
助
・
単
独

交付対象事業
の名称

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

備　　考効果検証
補助対象外

経費

総事業費 補助対象外
経費

補助対象事業費

【令和2年度遂行実績事業費】

32 単

栄村新型コロ
ナウイルス対
策事業持続化
特別給付金

①GOTOキャンペーンの一時停止や緊急事態宣言の再発令
等により冬期観光客が減少したことによる年末年始以降
の売上減少に対して給付金を支給する。
②12月以降の売上減少に対する給付金
③個人事業者＠15万円/月
　　　4事業者 = 750,000円
　法人事業者＠30万円/月
　　　2事業者×30万円×2ヵ月=1,200,000円
④村内飲食宿泊業

1,950,000 1,950,000 - 1,950,000 - - - - - - - 

 ・年間の大きな事業期として年
末年始の売上が感染症の影響に
より大きく落ち込み、事業継続
に支障を及ぼした宿泊業、飲食
業を本給付金により支援するこ
とができた。
　6事業者に給付金を支給し、事
業継続に繋がっている。

33 単
栄村指定管理
施設環境整備
事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大により大きな影響を
受けている村指定管理施設（観光施設）の衛生設備・空
調設備の環境整備を図りコロナ収束後の誘客を図る。
② 宿泊入浴施設「北野天満温泉」用の飲料水及び温泉
水用機器の改修及び道の駅地域振興施設「物産館またた
び」の空調機整備に係る経費
③ ・北野天満温泉
    飲料水送水ポンプ更新  1,980,000円
    温泉槽用滅菌機新設       550,000円
    飲料水用滅菌機更新       440,000円
   ・物産館またたび
    業務用エアコン入替      1,760,000円
④村指定管理施設

4,730,000 4,730,000 - 4,730,000 - - - - - - - 

 ・村指定管理施設の設備改修を
実施することにより、利用客の
快適で衛生的な施設利用が可能
となり、誘客の面で大きな効果
が期待できる事業となった。
・観光施設の環境改善によりコ
ロナ収束後の誘客効果が期待で
きるとともに、投資的経済的効
果があった。

34 単
村営スキー場
施設環境整備
事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大により大きな影響を
受けている村直営「さかえ倶楽部スキー場」の環境整備
を行い誘客を図る。
② 栄村スキー場特別会計に繰出し、換気のための排煙
窓及びブラインド改修に係る費用を交付対象経費とす
る。
③ 排煙窓改修５０ケ所  ブラインド改修14ケ所
     4,730,000円
④スキー場特別会計

4,730,000 4,730,000 - 4,730,000 - - - - - - - 

 ・村直営施設のスキー場におけ
る設備改修を実施することによ
り、新型コロナウイルス感染症
の拡大しやすい冬期間に多くの
利用客がある施設での効率的な
換気を図ることが可能となり、
経営面でも効果があった。
・観光施設の環境改善によりコ
ロナ収束後の誘客効果が期待で
きるとともに、投資的経済的効
果があった。

35 単
栄村経営持続
化支援金

①村が出資している３セク事業者「(有)栄村物産セン
ター」で指定管理施設を運営している会社及び村が特別
会計で実施しているスキー場事業に対し、事業継続のた
め支援金を支給する。
②A令和２年度の総売上額が前年度と比較し3,000万円以
上減少している３セク事業者「(有)栄村物産センター」
への支援金
B栄村スキー場特別会計に繰出し、令和２年度の総売上
額が例年と比較して50％以上減少している直営スキー場
の季節雇用従業員の報酬を交付対象経費とする。
③A  売上減少額3,400万円×15％≒500万円【限度額】
  B　季節雇用従業員（40名）報酬×40％以内
　　 　　2,400万円×40%＝960万円【限度額】
④観光事業者及びスキー場特別会計

14,600,000 14,600,000 - 14,600,000 - - - - - - - 

 ・村の観光施設として大きな効
果もたらしている道の駅を運営
する事業者及び直営施設のス
キー場会計を支援することによ
り、事業の継続を図り従業員の
雇用も確保することができた。
・スキー場営業にあっては、昨
シーズンの少雪による営業日数
の減少に続き新型コロナウイル
ス感染症の拡大で入場者が激減
していた事から、支援金により
事業継続を図ることができてい
る。
道の駅雇用者数　　　25人
スキー場雇用者数　　36人
（パート職員含む）
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36 単

栄村地域活性
化対策商品券
配布事業（第
２弾）

①新型コロナウイルスが収束しないことから低迷する村
内商工業の活性化のため村民に商品券を配布する。
②村内で使用できる商品券を全村民に配布
③商品券代24,000 円×1,741人＝41,784,000円
　委託手数料   417,000円
  印刷費等     485,000円
④村民

40,518,096 - - - - - 40,518,096 - 37,000,000 3,518,096 - 

  村民への商品券配布率
97.1％、商品券利用率97.7％
で、村内経済の活性化ととも
に、村民生活の支援が図られ
た。
村内経済波及効果39,633千円

Ｒ3繰越事業（全部）

37 補
学校保健特別
対策事業費補
助金

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①小中学校の冬季における感染拡大のリスクを最小限に
するため学校における感染症対策の強化を図る。
②学校における感染症対策経費
③・小学校
　　乾電池式自動水栓　７台　385千円
　　消毒用アルコール　90千円
　　アルコールディスペンサー　3台　45千円
　　非接触型体温計　48千円
　　ペーパータオル・使い捨て手袋　他　232千円
　・中学校
　　ＦＦストーブ　１台　221千円
　　サーマルカメラ　1台　138千円
　　消毒用アルコール　90千円
　　アルコールディスペンサー　5台　75千円
　　非接触型体温計　24千円
　　ペーパータオル・使い捨て手袋　他　252千円
④小中学校

- - - - 

 ・国の学校保健特別対策事業費
補助金を活用し、小中学校へ感
染症対策用品を購入し配置する
ことによって新型コロナウイル
ス感染症の発生を防げた。ま
た、冬場のインフルエンザなど
の感染症の発症も防ぐことがで
きた。

Ｒ3繰越事業（全部）

166,791,154 112,744,908 927,000 102,148,000 9,669,908 52,600 53,993,646 - 50,000,000 3,993,646 - 計


